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企 業 集 団 の 状 況

　当社の企業集団は、当社、子会社７社及び関連会社１社で構成され、小売事業としてスーパーマーケッ

ト事業、ホームセンター事業、書籍等の販売事業をチェーン展開しており、その他の事業として外食事業、

ビデオ・ＣＤレンタル事業等を展開しております。

　当社グループの事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

 （ 小 売 事 業 ）

　当社（株）オークワ及び持分法適用関連会社（株）勝浦オークワは、スーパーマーケットをチェーン展開し

ております。

　連結子会社（株）オーマートは、ホームセンター「オーマート」及びドラッグストア「オードラッグ」を

チェーン展開しております。

　連結子会社（株）オー・エンターテイメントは、書籍等の販売事業「ＷＡＹ」をチェーン展開しておりま

す。

 （ そ の 他 の 事 業 ）

　連結子会社（株）オークフーズは、ファミリーレストラン「オーク」、かに料理店「甲羅本店」、中国料理

店「春蘭」等の外食店をチェーン展開しており、当社ショッピングセンター内にもフードコート部門とし

て出店しております。

　持分法適用非連結子会社（株）黒潮は、回転寿司の「黒潮寿司」、とんかつの「かつ浜」等の外食店を

チェーン展開しており、当社ショッピングセンター敷地内にも出店しております。

　（株）オークフーズ、（株）勝浦オークワは、ホテル事業も営んでおります。

　（株）オー・エンターテイメントは、「ＷＡＹ事業部」において、書籍等を販売するとともにビデオ・ＣＤ

レンタル事業をチェーン展開しております。また、「ジスト事業部」において、スポーツクラブ、映画館、

ボウリング場を当社ショッピングセンター内に事業展開しております。

　持分法適用非連結子会社（有）マミーはクリーニング事業をチェーン展開し、当社店舗内にも出店してお

ります。

　持分法適用非連結子会社（株）チェーンストアオークワ友の会は、前払式特定商品販売業である消費者友

の会を営んでおりましたが、現在は会員積立を停止しております。

　持分法適用非連結子会社（株）サンライズは、当社及び（株）オークフーズ等へ青果物を供給しております。

　当社が共同出資している関連当事者日本流通産業（株）は、当社に開発商品、輸入商品を供給しておりま

す。
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　当社グループの状況を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。

一 　 　 　 　 　 　 般 　 　 　 　 　 　 顧 　 　 　 　 　 　 客 �

外食事業・ホテル事業�

（株）オークフーズ�

外食事業�

（株）黒潮�
スーパーマーケット�

（株）勝浦オークワ�

ホームセンター�

ドラッグストア�

�

（株）オーマート�

クリーニング事業�

（有）マミー�

消費者友の会�

（株）チェーンストア�
オークワ友の会�

ビデオ・ＣＤレンタル�
スポーツクラブ�
シネマ・ボウリング�

書籍等の販売�

卸売事業�

（株）サンライズ�

スーパーマーケット�

（株）オークワ�

�

（株）オー・エンターテイメント�

卸売事業�

日本流通産業（株）�

商品の流れ�

不動産の賃貸�

サービスの流れ�

テナント取引�

提出会社�

連結子会社�

持分法適用非連結子会社�

持分法適用関連会社�

その他の関連当事者�

その他の事業� 小売事業�

（注）１．持分法適用関連会社であったジャスコ・オークワ（株）は、平成１４年８月２０日をもって清算結了いたしました。

　　２．連結子会社（株）オーマートは、平成１４年８月２１日をもって（株）ジョイフル朝日と対等合併し、（株）オージョイフ

ルとなっております。これにより（株）オージョイフルは持分法適用関連会社となります。
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経 営 方 針

１．会社の経営の基本方針
　

　当社グループは、スーパーマーケット・ホームセンター・ドラッグストア・書店からなる小売事業、

外食事業及びビデオ・ＣＤレンタル事業などで構成されております。当社グループは、「わが社の成

長発展こそがお客様の生活文化の向上を促し、社会への大きな貢献となることを念願し、チェーンス

トア業界の名門としての地位を永遠に確立する。」の経営理念のもと、お客様のニーズに合った商品の

提供を通じて、お客様の豊かなライフスタイルの実現に貢献することを目指しております。

２．会社の利益配分に関する基本方針
　

　当社の利益配分につきましては収益力の向上に努め、その成果及び今後の経営環境や業績動向等を

総合的に勘案して、安定した配当を継続することを基本方針としております。

　また、内部留保につきましては、長期的な観点に立った店舗展開、消費者ニーズに合った商品提供

のための設備投資、及び合理化のためのＩＴ投資等に有効に活用してまいります。

３．投資単位の引下げに関する考え方及び方針
　

　当社は当社株式の流動性の向上及び株主数増加を資本政策上の重要課題と認識しております。

　投資単位引下げに係る施策につきましては、業績、市況等を勘案し、その費用ならびに効果等を慎

重に検討したうえで、株主利益の最大化を基本に決定してまいりたいと考えておりますが、現段階に

おきましては、具体的な時期は未定であります。

４．目標とする経営指標
　

　当社グループは近畿で最も競争力の強いスーパーリージョナルチェーンとなることを中期目標とし、

独自性のある差別化されたチェーン展開により、小売業界の勝ち組企業となるため、企業の健全化を

図り、収益面においては、営業収益経常利益率の水準を４％と定め、また、有利子負債を圧縮し、営

業収益比１０％を目指すべく、これらを経営指標として努力を重ねてまいります。
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５．会社の対処すべき課題
　

　今後のわが国の経済情勢は、先行き不透明で変化の激しい不確実な企業環境が続くとともに、個人

消費の回復は期待できず、業界を取り巻く環境は依然厳しい状況が続くものと思われます。

　こうした状況のなかで、当期については、「お客様の視点で、商品力・販売力の再構築とスピー

ディーなローコストオペレーション改革により、経営効率を一気に改善しよう。」をスローガンに掲

げ、以下の８項目を重点課題とした業務・構造改革推進による効率経営の実施に邁進してまいります。

　　①　積極的な出店によるドミナントエリアの構築

　　②　商品開発・改廃のスピードアップ

　　③　店舗・売場活性化の推進による販売力の強化

　　④　収益向上施策の実施

　　⑤　不採算部門の抜本的改革

　　⑥　発注精度向上、ローコストオペレーションのための情報電子化システムの推進

　　⑦　ＦＳＰ（フリークエント・ショッパーズ・プログラム）の本格的推進

　　⑧　人事教育の抜本的改革の実行

６．会社の経営管理組織の整備等に関する施策
　

　当社は、地域消費者と密接に関わりのある事業に従事する関係もあり、市場の変化や消費動向によ

り敏速に対応するとともに、社会の変化を先取りする技術革新に積極的に取り組むことのできる経営

管理体制を目指しております。また、経営の効率化と競争力の強化を図るため、分社化や事業統合に

より、事業領域毎にグループ各社の事業を再編する取り組みを推進しております。これらを着実に実

行するために、グループ各社の経営管理組織を一層強化し、意思決定の迅速化と経営責任の明確化を

図ってまいります。
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Ⅰ　経営成績

１．当中間期の概況
　

　当中間期におけるわが国の経済は、米国をはじめとする海外景気減速の影響を受け、株価の低迷、

個人消費の不振、雇用情勢の悪化、設備投資の減退など企業の収益状況は依然厳しい状況で推移いた

しました。

　流通業界におきましても、消費者の低価格志向が一段と強まり、業態を超えた価格競争が激化し、

業界を取り巻く環境はさらに厳しさを増しております。

　このような状況のなかで、当社グループの営業の概況につきましては、次のとおりであります。

　スーパーマーケット事業を展開する（株）オークワは、「お客様の視点で、商品力・販売力の再構築と

スピーディーなローコストオペレーション改革により、経営効率を一気に改善しよう。」をスローガン

に掲げ、新商品の開発、売場活性化推進による販売力の強化、ＦＳＰの本格的推進、経費の削減、ロー

コストオペレーションのための情報電子化システム推進、問題解決型人材の育成、環境問題への積極

的な取り組みなどに努めてまいりました。

　また、当中間期には和歌山県下にスーパースーパーマーケット（ＳＳＭ）の高野口店、大浦街道店

のほか、大阪府下にＳＳＭの貝塚店、スーパーマーケット（ＳＭ）の高石羽衣店、奈良県下にＳＭの

奈良古市店を新設いたしました。

　さらに、既存店については、日置店の改築、神前店の増床を実施し、スカイシティ泉南店、パーク

シティなばり店、和泉小田店、香芝南店、ペアシティ新宮店の５店を改装いたしました。

　また、旧高野口店については新設店と至近距離になるため閉鎖いたしました。

　一方、連結子会社３社については、次のとおりであります。

　書籍等の販売事業、ビデオ・ＣＤレンタル事業、スポーツクラブ事業、映画興行などを展開する

（株）オー・エンターテイメントは、前期に（株）オーマートより「ＷＡＹ事業部」を分割吸収し、当中

間期にＷＡＹ高野口店を新設、ＷＡＹパークシティ名張店ほか２店舗を増床し、在庫の適正化やさら

なる経費抑制等を実施した結果、増収増益となりました。

　ホームセンター事業及びドラッグストア事業を展開する（株）オーマートは、（株）ジョイフル朝日と

の合併を控え、内部充実に努め、出店などの新規投資は実施いたしませんでした。なお、前期に「Ｗ

ＡＹ事業部」を分割したこともあり、結果として当中間期は減収減益となりました。

　外食事業及びホテル事業を展開する（株）オークフーズは、消費者の食品に対する信用不安の高まる

なか、低価格競争の激化、競合店の増加などに加え、前期に引き続く不採算店舗の閉鎖などにより減

収となりました。また、経費の大幅な削減に取組んだものの、減収による売上総利益の不足分をカ

バーしきれず減益となりました。

　これらの結果、当中間期の当社グループの営業収益（売上高及び営業収入）は１，１６６億１２百万円（前

年同期比１．１％増）、経常利益は２６億１２百万円（前年同期比４５．８％増）、中間純利益は１３億２７百万円とな

りました。 

経営成績及び財政状態
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２．通期の見通し
　

　わが国の経済情勢は一部に回復の兆しも見受けられますが、全般的には不透明感の漂う鈍い動きを

することが予想され、雇用や所得環境も早期に好転するとは考えにくい状況から、個人消費の本格的

回復にはかなりの時間を要するものと判断しております。

　このような見通しのなかで、当社グループは当中間期に引き続き、「お客様の視点で、商品力・販売

力の再構築とスピーディーなローコストオペレーション改革により、経営効率を一気に改善しよう。」

をスローガンに掲げ、新商品の開発、売場活性化推進による販売力の強化、ＦＳＰの本格的推進、経

費の削減、ローコストオペレーションのための情報電子化システム推進、問題解決型人材の育成、環

境問題への積極的な取り組みなどに努め、また、経営体質の強化とグループ経営の効率化に邁進して

まいります。

　通期の当社グループの連結業績につきましては、営業収益２，３００億円、経常利益６２億円、当期純利益

３２億円を見込んでおります。

Ⅱ　財政状態
　

連結キャッシュ・フローの状況

　当中間期における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、期首残高と比べ、

２５億５７百万円（前年同期比８．１％増）増加し、１０４億２１百万円となりました。

　当中間期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は６５億１８百円（前年同期比９．１％減）となりました。これは、主として

税金等調整前中間純利益２５億３３百万円、非資金損益項目の減価償却費２７億５０百万円、仕入債務の増加

２０億６２百万円等の資金増加要因があった一方、法人税等の支払額が１３億９７百万円あったことによるも

のであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動により使用した資金は１９億１０百万円（前年同期比４０．７％減）となりました。これは主とし

て新規出店及び店舗改装等に伴う固定資産の取得による支出が２４億１０百万円（前年同期比１９．９％減）

あったことによるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動により使用した資金は２０億５０百万円（前年同期比２９．１％増）となりました。これは主とし

て長期借入金の返済による支出が２７億４６百万円（前年同期比５．１％増）あったことによるものでありま

す。
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中間連結貸借対照表

前連結会計年度の要約貸借対照表
（平成１４年２月２０日現在）

前中間連結会計期間末
（平成１３年８月２０日現在）

当中間連結会計期間末
（平成１４年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

１７．７

６１．０

３．５

１７．８

８２．３

１００．０

　

　

８，６３３

３３４

３０２

１０，５１１

８４８

１，２２４

△　　 １

　

１９．６

５９．７

３．３

１７．４

８０．４

１００．０

　

　

１１，５４６

６４３

１４９

１０，６７６

７１１

１，２７０

△　　 ２

　

１９．４

５９．８

３．４

１７．４

８０．６

１００．０

　

　

１１，１９０

３４７

１４９

１０，４８８

７１８

１，３０５

△　　 １

（資　産　の　部）

�　流　動　資　産

　１．  現 金 及 び 預 金

　２．  受取手形及び売掛金

　３．  有 価 証 券

　４．  た な 卸 資 産

　５．  繰 延 税 金 資 産

　６．  そ の 他

  貸 倒 引 当 金

  流 動 資 産 合 計

�　固　定　資　産

　（１）　 有 形 固 定 資 産

 １．  建物及び構築物

 ２．  機械装置及び運搬具

 ３．  器 具 及 び 備 品

 ４．  土 地

 ５．  建 設 仮 勘 定

  有形固定資産合計

　（２）　 無 形 固 定 資 産

　（３）　 投資その他の資産

 １．  投 資 有 価 証 券

 ２．  差 入 保 証 金

 ３．  繰 延 税 金 資 産

 ４．  そ の 他

   貸 倒 引 当 金

  投資その他の資産合計

  固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

２１，８５３

４６，４５２

６９１

１，７２９

２４，８３７

１，４９９

２４，９９６

４８，０２９

５４８

１，８６３

２４，７６３

１，１３９

２４，２００

４５，７０４

６４６

１，８２１

２５，０４３

１，３５１

７５，２１０

４，２９５

　

１，７５４

１６，７４４

６２７

２，７６７

△　　 ６

７６，３４３

４，２３２

　

２，５６７

１７，０５０

１０

２，６７０

△　　７９

７４，５６８

４，２５１

　

２，０８３

１６，５５１

５４９

２，４６７

△　　 ５

２１，８８７２２，２１９２１，６４７

１０１，３９３１０２，７９６１００，４６７

１２３，２４７１２７，７９２１２４，６６７

（単位　百万円）

％ ％ ％
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前連結会計年度の要約貸借対照表
（平成１４年２月２０日現在）

前中間連結会計期間末
（平成１３年８月２０日現在）

当中間連結会計期間末
（平成１４年８月２０日現在）

期　別　

　科　目 構成比金　　　 額構成比金　　　 額構成比金　　　 額

　

３８．３

１５．５

５３．８

－

１１．５

１１．４

２４．３

△ ０．０

４７．２

△ １．０

４６．２

１００．０

　

　

１０，２２９

２０，２１０

４，８９７

１，３８６

７８４

９，６８２

　

４０．０

１５．５

５５．５

０．０

１１．０

１１．０

２３．２

０．０

４５．２

△ ０．７

４４．５

１００．０

　

　

１２，１７６

２２，３３０

４，８９３

６３６

５５４

１０，５７５

　

３９．４

１４．２

５３．６

－

１１．３

１１．３

２４．８

０．０

４７．４

△１．０

４６．４

１００．０

　

　

１２，２９１

２０，７００

４，２１０

１，０２５

４５９

１０，４０３

（負　債　の　部）

�　流　動　負　債

　１．  支払手形及び買掛金

　２．  短 期 借 入 金

　３．  １年以内返済予定長期借入金

　４．  未 払 法 人 税 等

　５．  未 払 消 費 税 等

　６．  そ の 他

  流 動 負 債 合 計

�　固　定　負　債

　１．  長 期 借 入 金

　２．  繰 延 税 金 負 債

　３．  退 職 給 付 引 当 金

　４．  役員退職慰労引当金

　５．  預 り 保 証 金

  固 定 負 債 合 計

負 債 合 計

（少数株主持分）

　  少数株主持分

（資　本　の　部）

�  資 本 金

�  資 本 剰 余 金

�  利 益 剰 余 金

�  その他有価証券評価差額金

�  自 己 株 式

資 本 合 計

負債、少数株主持分及び資本合計

４７，１８９

８，６９０

１

３，３８３

２８３

６，７８７

５１，１６６

１０，７９８

７６

１，８３９

２７５

６，７５２

４９，０８９

７，３３０

７

３，４９０

２６０

６，６８５

１９，１４６１９，７４１１７，７７３

６６，３３６７０，９０７６６，８６３

－０－

　

１４，１１７

１４，０２７

２９，９５８

△　　１０

　

１４，１１７

１４，０２７

２９，６１８

５４

　

１４，１１７

１４，０２７

３０，８４２

４９

５８，０９２

△ １，１８１

５７，８１８

△　 ９３３

５９，０３６

△ １，２３３

５６，９１１５６，８８４５７，８０３

１２３，２４７１２７，７９２１２４，６６７

（単位　百万円）

％ ％％



－ １０ －

中間連結損益計算書

前連結会計年度の要約損益計算書
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

前中間連結会計期間
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１３年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

期　別　

　科　目 百分比金　　　 額百分比金　　　 額百分比金　　　 額

１００．０
７２．９
２７．１

３．５

３０．６

２８．１
２．５

０．４

０．６

２．３

０．０

１．９

０．４

１．０
△ ０．７
０．０
０．１

〔２３３，７２３〕

２２５，６３６
１６４，５９３

１００．０
７３．４
２６．６

３．１

２９．７

２８．０
１．７

０．４

０．５

１．６

０．０

２．３

△ ０．７

０．６
△ ０．７
０．０
△ ０．６

〔１１５，３１７〕

１１１，８５０
８２，０７４

１００．０
７２．９
２７．１

３．６

３０．７

２８．３
２．４

０．３

０．４

２．３

０．２

０．２

２．３

０．９
０．２
－
１．２

〔１１６，６１２〕

１１２，５４７
８２，０４４

　　〔 営 業 収 益 〕

�  売 上 高
�  売 上 原 価
  売 上 総 利 益

�  営 業 収 入
  不 動産賃貸収入
  その他の営業収入
  営 業 総 利 益

�  販売費及び一般管理費
  営 業 利 益

�  営 業 外 収 益
  受 取 利 息
  そ の 他
�  営 業 外 費 用
  支 払 利 息
  持分法による投資損失
  そ の 他
  経 常 利 益

�  特 別 利 益
  貸倒引当金戻入額
  固 定資産売却益
  賃 貸契約解約金
  規 定 変 更 に 伴 う 役 員
  退 職慰労引当金取崩額

�  特 別 損 失
  固 定資産売却損
  固 定資産除却損
  投資有価証券評価損
  退職給付会計基準変更時差異
  賞与支給対象期間の変更に伴う過年度負担額
  そ の 他
  税金等調整前中間（当期）純利益又は
  税金等調整前中間純損失（△）

  法人税、住民税及び事業税
  法 人 税 等 調 整 額
  少 数 株 主 損 失
  中間（当期）純利益又は中間純損失（△）

６１，０４３

８，０８７
１，６８４
６，４０２

２９，７７６

３，４６７
９８５

２，４８１

３０，５０２

４，０６５
８９１
３，１７３

６９，１３０

６３，４５５
３３，２４３

３１，２７２
３４，５６８

３１，８１７
５，６７４

８３２
２０
８１２

１，２５１
５９９
２５６
３９５

１，９７０

４２７
４

４２３
６０６
３１４
６０
２３１

２，７５０

２７６
１

２７４
４１４
２６３
２２
１２８

５，２５６

７９
２
４２
３４
－

４，５０２
８

４７８
５９７

２，８７８
３８５
１５３

１，７９１

３０
１
８
２０
－

２，６０３
０

２２１
４５１

１，４３９
３８５
１０５

２，６１２

１９５
０

１４８
１５
３０
２７４
２３
１８０
１８
－
－
５２

８３３

２，２１６
△　　１，５４２

０

△　　　７８０

６４７
△　　　８０２

０

２，５３３

１，０３６
１６９
－

１５８△　　　６２６１，３２７

（単位　百万円）

％ ％％



－ １１ －

前連結会計年度の要約連結剰余金計算書
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

前中間連結会計期間
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１３年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

期　別　

　科　目 金　　　 額金　　　 額金　　　 額

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

１４，０２７

（資本剰余金の部）

�  資 本剰余金期首残高

�  資本剰余金中間期末（期末）残高

（利益剰余金の部）

�  利 益剰余金期首残高

�  利 益 剰 余 金 増 加 高

  中 間（ 当 期 ）純 利 益

  連結子会社の増加に伴う増加高

�  利 益 剰 余 金 減 少 高

  中 間 純 損 失

  配 当 金

  取 締 役 賞 与 金

  持分法適用会社の減少に伴う減少高

�  利益剰余金中間期末（期末）残高

３０，７０２

２２１

１５８

６２

９６５

－

８９７

５

６２

２９，９５８

３０，７０２

－

－

－

１，０８３

６２６

４５２

５

－

２９，６１８

２９，９５８

１，３２７

１，３２７

－

４４３

－

４４２

１

－

３０，８４２

中間連結剰余金計算書
（単位　百万円）



－ １２ －

中間連結キャッシュ・フロー計算書

前連結会計年度の要約連結
キャッシュ・フロー計算書
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１４年２月２０日

　前中間連結会計期間　
自　平成１３年２月２１日（ ）至　平成１３年８月２０日

　当中間連結会計期間　
自　平成１４年２月２１日（ ）至　平成１４年８月２０日

期　別　

　科　目
金　　　 額金　　　 額金　　　 額

　
８３３
５，９１６

１
２５６

△　　２３６
３，３８３
１１

△　　 ３７
５９９
５９７

△　　  ３
２

△　　 ４２
８
４７８
３８５
３９４
５３２
１４
２７９

△　　  ５
１４１

　
△　　７８０
２，８７０
－
６０

△　　２３６
１，８３９

３
△　　 １７

３１４
４５１

△　　  ３
－

△　　  ８
０
２２１
３８５
８４
３５５
２，００６
５８

△　　  ５
８０５

　
２，５３３
２，７５０
－
２２
－
１０７

△　　 ２２
△　　 １２

２６３
１８
－
－

△　　１４８
２３
１８０
－

△　　 １３
２２

２，０６２
△　　３２４
△　　  １

７０８

�　営業活動によるキャッシュ・フロー
 １． 税金等調整前中間（当期）純利益又は税金等調整前中間純損失（△）
 ２． 減 価 償 却 費
 ３． 連 結 調 整 勘 定 償 却 額
 ４． 持 分 法 に よ る 投 資 損 失
 ５． 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額
 ６． 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額
 ７． 役員退職慰労引当金の増減額
 ８． 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金
 ９． 支 払 利 息
 １０．  投 資 有 価 証 券 評 価 損
 １１．  有 価 証 券 売 却 益
 １２．  有 価 証 券 売 却 損
 １３．  固 定 資 産 売 却 益
 １４．  固 定 資 産 売 却 損
 １５．  固 定 資 産 除 却 損
 １６．  賞与支給対象期間の変更に伴う過年度負担額
 １７．  売 上 債 権 の 増 減 額
 １８．  た な 卸 資 産 の 減 少 額
 １９．  仕 入 債 務 の 増 加 額
 ２０．  未 払 消 費 税 等 の 増 減 額
 ２１．  役 員 賞 与 の 支 払 額
 ２２．  その他営業活動によるキャッシュ・フロー

　　小　　　　　計
 ２３．  利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額
 ２４．  利 息 及 び 割 引 料 の 支 払 額
 ２５．  法 人 税 等 の 支 払 額

１３，５１０
３８

△　　５７４
△　１，７７３

８，４０３
１７

△　　２９４
△　　９５１

８，１７１
１２

△　　２６６
△　１，３９７

１１，２００７，１７４６，５１８   営業活動によるキャッシュ・フロー
　

△　　  ０
１７０

△　　１４９
１５４

△　５，００２
１１４

△　　 ６６
０
０

△　　１８４
６４８

△　　８０８

　
－
－

△　　１４９
１５４

△　３，００９
２０

△　　 ４９
０

△　　  ０
△　　１３６

２６９
△　　３１７

　
－
－

△　　１４９
３０２

△　２，４１０
２７９

△　　２４０
－

△　　  ９
△　　２０９

４１５
１１１

�　投資活動によるキャッシュ・フロー
 １． 定期預金の預入による支出
 ２． 定期預金の払戻による収入
 ３． 有価証券の取得による支出
 ４． 有価証券の売却による収入
 ５． 固定資産の取得による支出
 ６． 固定資産の売却による収入
 ７． 投資有価証券の取得による支出
 ８． 投資有価証券の売却による収入
 ９． 短 期 貸 付 金 の 純 増 減 額
 １０．  敷金・保証金の差入による支出
 １１．  敷金・保証金の返還による収入
 １２．  その他投資活動によるキャッシュ・フロー

△　５，１２５△　３，２１９△　１，９１０   投資活動によるキャッシュ・フロー
　

△　１，２６０
１，５５０

△　４，８６８
△　　８９７
△　１，２４４

６４

８６０
１，５５０

△　２，６１４
△　　４５２
△　　９８７

５４

４９０
７００

△　２，７４６
△　　４４２
△　　 ５１

－

�　財務活動によるキャッシュ・フロー
 １． 短 期 借 入 金 の 純 増 減 額
 ２． 長 期 借 入 れ に よ る 収 入
 ３． 長期借入金の返済による支出
 ４． 配 当 金 の 支 払 額
 ５． 自己株式の取得による支出
 ６． 自己株式の売却による収入

△　６，６５６
－

△　１，５８８
－

△　２，０５０
－

   財務活動によるキャッシュ・フロー
�　現金及び現金同等物に係る換算差額
�　現金及び現金同等物の増減額
�　現金及び現金同等物期首残高
�　新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額
�　現金及び現金同等物中間期末（期末）残高

△　　５８０
８，２４１
２０３

２，３６６
８，２４１
－

２，５５７
７，８６４
－

７，８６４１０，６０８１０，４２１

（単位　百万円）



－ １３ －

中間連結財務諸表作成の基本となる重要な事項

１．連結の範囲に関する事項
（１）　連結子会社は、（株）オークフーズ、（株）オーマート、（株）オー・エンターテイメントの３社であ
ります。

（２）　非連結子会社は、（株）黒潮外３社であります。
　非連結子会社４社は、いずれも小規模会社であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見
合う額）及び剰余金（持分に見合う額）はいずれも中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてはおり
ません。

２．持分法の適用に関する事項
　非連結子会社及び関連会社の全てに対して持分法を適用しております。非連結子会社は（株）黒潮外３
社、関連会社は（株）勝浦オークワであります。
　なお、ジャスコ・オークワ（株）は清算結了に伴い、当中間連結会計期間より持分法適用の範囲から除
外いたしました。

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項
　連結子会社の中間決算日は中間連結決算日と同一であります。

４．会計処理基準に関する事項
（１）　重要な資産の評価基準及び評価方法
　○１ 　有価証券
（イ）満期保有目的の債券
　　償却原価法
（ロ）その他有価証券
　　時価のあるもの　　中間連結決算日の市場価格等に基づく時価法
　　　　　　　　　　　（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
　　時価のないもの　　移動平均法による原価法
　○２ 　たな卸資産
　売価還元法に基づく原価法によっております。但し、物流センター在庫等は最終仕入原価法に
基づく原価法によっております。

（２）　重要な減価償却資産の減価償却の方法
　○１ 　有形固定資産
　定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法
と同一の基準によっております。但し、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を
除く）については、定額法によっております。
○２ 　無形固定資産及び長期前払費用
　定額法によっております。なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準
によっております。但し、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

（３）　重要な引当金の計上基準
　○１ 　貸倒引当金
　売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に
より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上
しております。
○２ 　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。
○３ 　役員退職慰労引当金
　中間連結財務諸表提出会社では、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく中間期
末要支給額を計上しております。
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　なお、連結子会社は、役員退職慰労引当金を計上しておりません。
（４）　重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

（５）　消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出
し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日
から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。

（追　加　情　報）
１．中間連結貸借対照表
　当中間連結会計期間より、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正
する内閣府令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１２号）附則第２項ただし書きに基づき、資本の部は、資本
金、資本剰余金、利益剰余金及びその他の科目をもって掲記しております。なお、資本準備金は資本剰
余金に含めて表示しております。また、前中間連結会計期間末及び前連結会計年度についても改正後の
表示区分に組替えております。

２．中間連結剰余金計算書
　当中間連結会計期間より、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正
する内閣府令」（平成１４年３月２６日内閣府令第１２号）附則第２項ただし書きに基づき、資本剰余金の部及
び利益剰余金の部に区分して掲記しております。なお、前中間連結会計期間及び前連結会計年度につい
ても改正後の表示区分に組替えております。

３．仕入割戻の計上
　従来、衣料品等の仕入先から仕入代金の決済方法の変更に伴って受ける仕入代金の割引については、
金融的収益（受取利息の性格）として営業外収益のその他（仕入割引）に計上しておりましたが、当中
間連結会計期間から仕入割戻に含め、仕入控除項目として売上原価に計上する方法に変更しております。
　この変更は、当中間連結会計期間から新しく割戻金管理システムを導入するに際し、取引条件の内容
等を見直した結果、金額の算定基準が仕入割戻と同様に仕入金額に対する一定率となっていること、ま
た、この算定基準から算出された金額が、近年における低金利の経済状況において、当初の性格である
受取利息の水準と大きく乖離していることから、仕入割戻に含めて処理をすることで、より適正な売上
原価を表示するために行なったものであります。
　この変更により、売上原価及び営業外収益はそれぞれ８０百万円、１０６百万円少なく計上され、この結果、
従来の方法によった場合と比較して、売上総利益及び営業利益は８０百万円増加し、経常利益及び税金等
調整前中間純利益は２６百万円少なく計上されております。
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注　記　事　項

（中間連結貸借対照表関係）

前連結会計年度末前中間連結会計期間末当中間連結会計期間末項　　　　　　　　　　　目

５３，５５２５１，２４７５５，５４３（１）  有形固定資産の減価償却累計額

１１
２，７５３
３，２１２

２８
４２

１，２１４

１１
２，７５２
３，２７７

１３
９５

１，２３６

１１
２，６８３
３，１７５

１５
３９

１，１９７

（２）  担保資産及び担保されている債務
 （担保資産）
  現金及び預金（定期預金）
  建 物 及 び 構 築 物
  土 地
 （債　　務）
  支払手形及び買掛金
  １年以内返済予定長期借入金
  長 期 借 入 金

１，０２０
８

４，７６８

６５６
１０

４，７６８

１，０００
９

４，７６８

（３）  偶 発 債 務
  銀行債務に対する保証
  買掛金に対する保証
  預り保証金返還債務に対する保証

（単位　百万円）

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前　連　結　会　計　年　度 前 中 間 連 結 会 計 期 間 当 中 間 連 結 会 計 期 間

現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

　　

現金及び預金勘定 ８，６３３百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金  △ ７６８百万円

現金及び現金同等物 ７，８６４百万円

現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
　　

現金及び預金勘定 １１，５４６百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金  △ ９３８百万円

現金及び現金同等物 １０，６０８百万円

現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額

との関係
　　

現金及び預金勘定 １１，１９０百万円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金  △ ７６８百万円

現金及び現金同等物 １０，４２１百万円
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（セグメント情報）

１．事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１４年２月２１日　至平成１４年８月２０日）及び前中間連結会計期間（自平成

１３年２月２１日　至平成１３年８月２０日）

小売事業の売上高及び営業利益がそれぞれ全セグメントの売上高合計及び営業利益合計の９０％を超

えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

前連結会計年度（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

小売事業の売上高、営業利益及び総資産がそれぞれ全セグメントの売上高合計、営業利益合計及び

総資産合計の９０％を超えておりますので、当セグメント情報の記載を省略しております。

２．所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成１４年２月２１日　至平成１４年８月２０日）、前中間連結会計期間（自平成１３

年２月２１日　至平成１３年８月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

在外連結子会社及び重要な在外支店がありませんので、該当ありません。

３．海外売上高

当中間連結会計期間（自平成１４年２月２１日　至平成１４年８月２０日）、前中間連結会計期間（自平成１３

年２月２１日　至平成１３年８月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

海外売上高がありませんので、該当ありません。



－ １７ －

（リース取引関係）

前連結会計年度前中間連結会計期間当中間連結会計期間

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末
残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 期末残高相当額

（2）未経過リース料期末残高相当
額

１　年　内 　　２，３１７百万円
１　年　超 　　４，４２１百万円
 合　計 　　６，７３８百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 ２，７２５百万円
  減価償却費相当額 ２，５２３百万円
  支払利息相当額 １８８百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額
　

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，４３３百万円
１　年　超 　　４，９１９百万円
 合　計 　　７，３５３百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，３７０百万円
  減価償却費相当額 １，２６２百万円
  支払利息相当額 ９７百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
左に同じであります。

（５）利息相当額の算定方法
左に同じであります。

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファ
イナンス・リース取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間
期末残高相当額

　
 取 得 価 額 相 当 額
 減価償却累計額相当額
 中間期末残高相当額

（2）未経過リース料中間期末残高
相当額

１　年　内 　　２，１３５百万円
１　年　超 　　４，１１２百万円
 合　計 　　６，２４７百万円

（3）支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額

  支払リース料 １，３３３百万円
  減価償却費相当額 １，２３３百万円
  支払利息相当額 ７９百万円

（４）減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法に
よっております。

（５）利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の
取得価額相当額との差額を利
息相当額とし、各期への配分
方法については、利息法に
よっております。

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１３，７４３
 ７，１４１

（百万円）

１１，００９
 ５，２８１

（百万円）

２，７３４
１，８５９

 ６，６０２ ５，７２８　８７４

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１３，４８９
 ７，３５４

（百万円）

１０，８０１
 ５，３４２

（百万円）

２，６８８
２，０１１

 ６，１３５ ５，４５９　６７６

合 計器具及び備品機 械 装 置
及び運搬具

（百万円）

１４，３７６
 ７，２８８

（百万円）

１１，７６１
 ５，６３３

（百万円）

２，６１５
１，６５４

 ７，０８８ ６，１２７　９６０
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（有価証券関係）

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

（単位　百万円）

当中間連結会計期間（平成１４年８月２０日現在）
区　　　　　　　 分

 差 額中間連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

８４

－

－

１，３７８

－

－

１，２９３

－

－

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

８４１，３７８１，２９３計

当中間連結会計期間

１．その他有価証券で時価のあるもの

当中間連結会計期間（平成１４年８月２０日現在）区　　　　　　　　 分

中間連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

１４９　　　　割引金融債

１４９計

中間連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

７０５　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

７０５計

（単位　百万円）

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

（単位　百万円）

前中間連結会計期間（平成１３年８月２０日現在）
区　　　　　　　 分

 差 額中間連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

１３０

－

△　３７

１，３１６

－

１６２

１，１８５

－

１９９

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

９３１，４７９１，３８５計

前中間連結会計期間（平成１３年８月２０日現在）区　　　　　　　　 分

中間連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

　１４９　　　　割引金融債

　１４９計

中間連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

１，０８８　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

１，０８８計

（単位　百万円）

前中間連結会計期間

１．その他有価証券で時価のあるもの
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（注）その他有価証券で時価のある株式について１１３百万円減損処理を行っており、「取得原価」
欄には減損処理後の帳簿価額を記載しております。なお、減損処理にあたっては、期末に
おける時価が取得原価に比べ５０％以上下落した場合には減損処理を行っております。

２．時価評価されていない有価証券（時価のある有価証券のうち満期保有目的の債券を除く）

（単位　百万円）

前連結会計年度（平成１４年２月２０日現在）
区　　　　　　　 分

 差 額連結貸借対照表計上額 取 得 原 価

△　１８

－

△　４６

１，０５４

－

１５３

１，０７３

－

１９９

　　○１ 　株　式

　　○２ 　債　券

　　○３ 　その他

△　６５１，２０７１，２７２計

前連結会計年度

１．その他有価証券で時価のあるもの

前連結会計年度（平成１４年２月２０日現在）区　　　　　　　　 分

連結貸借対照表計上額（１）満期保有目的の債券

１４９　　　　割引金融債

１４９計

連結貸借対照表計上額（２）その他有価証券

７００　　　　非上場株式（店頭売買株式を除く）

７００計

（単位　百万円）

（デリバティブ取引関係）

当中間連結会計期間（自平成１４年２月２１日　至平成１４年８月２０日）、前中間連結会計期間（自平成１３年２

月２１日　至平成１３年８月２０日）及び前連結会計年度（自平成１３年２月２１日　至平成１４年２月２０日）

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。



－ ２０ －

　

（１）事業部門別売上高

（単位　百万円）

前連結会計年度
自　平成１３年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１４年２月２０日

前中間連結会計期間
自　平成１３年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１３年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１４年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１４年８月２０日

期　　別

事業部門別 構成比金　額構成比金　額構成比金　額

９０．８２０４，９００９０．９１０１，６４３９１．０１０２，３７６スーパーマーケット事業小　

売　

事　

業

４．０９，０５３４．０４，５３０３．９４，４２４ホームセンター事業

３．２７，２７２３．１３，４９０３．４３，７９７その他の小売事業

９８．０２２１，２２６９８．０１０９，６６４９８．３１１０，５９８小 計

２．０４，４０９２．０２，１８６１．７１，９４９そ の 他 の 事 業

１００．０２２５，６３６１００．０１１１，８５０１００．０１１２，５４７合 計

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．「小売事業」の「その他の小売事業」については、ドラッグストア、書籍等の販売事業

の売上高及び関係会社に対する商品供給の売上高を記載しております。
３．「その他の事業」については、外食事業及びホテル事業の売上高を記載しております。

（２）部門別営業収入

（単位　百万円）

前連結会計年度
自　平成１３年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１４年２月２０日

前中間連結会計期間
自　平成１３年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１３年８月２０日

当中間連結会計期間
自　平成１４年２月２１日（　　　　　 ）至　平成１４年８月２０日

期　　別

部 門 別 構成比金　額構成比金　額構成比金　額

２０．９１，６８４２８．４９８５２１．９８９１不 動 産 賃 貸 収 入

３２．５２，６３０３７．５１，２９８３３．４１，３５５配 送 受 託 手 数 料
そ
の
他
の
営
業
収
入

２６．７２，１６１３１．２１，０８１２６．０１，０５６レ ン タ ル 収 入

１７．６１，４２２－－１６．６６７５ジスト事業部収入

２．３１８７２．９１０１２．１８６そ の 他

７９．１６，４０２７１．６２，４８１７８．１３，１７３小 計

１００．０８，０８７１００．０３，４６７１００．０４，０６５合 計

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
２．「その他の営業収入」の「ジスト事業部収入」は（株）オー・エンターテイメントの映
画興行収入、スポーツクラブ収入及びボウリング場等のアミューズメント施設利用料
であります。

 販 売 の 状 況

％％％

％％％




